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（様式５） 

 

市民意見募集手続の結果について 

 

１ 計画等の案の名称  上田市太陽光発電設備の適正な設置に関する条例の一部改正（案） 

 

２ 募集期間  令和７年７月２３日（水曜日）から令和７年８月２２日（金曜日）まで 

 

３ 実施結果 

 （１）件 数   １０件（４人）     

 

 （２）提出方法 

持参 郵便 電子メール ファクシミリ 計 

２件（１人） ０件（０人） ８件（３人） ０件（０人） １０件（４人） 

  

４ 意見に対する市の考え方  

※類似の意見はまとめて回答しているため、提出件数と一致しない場合があります。 

 

  （１）反映する意見（意見等の内容を踏まえ、案の修正等を行ったもの） 

No. 意見区分 意見の概要（要旨） 市の考え方 

１ 

条例第１５条 

協定の締結

等 

 

ガイドライン

５（１） 

発電施設の

適切な維持

管理 

ガイドライン

５（２） 

発電施設の

撤去・廃棄 

 

 

県条例と同様に維持管理及

び廃棄に関する規定を新設

し、継続した管理・監督に関す

る上田市の関与の度合いを

高めるべきである。 

※他同意見１件 

維持管理については、条例１５条、施行

規則１４条にて規定される「事業に関す

る協定書」において、事業者に事業関連

区域における周辺住民の良好な環境や

安全を阻害することのないように必要な

措置を講じるよう規定しており、「太陽光

発電施設の適正導入ガイドライン」でも

発電施設の適切な維持管理について規

定しております。加えて、いただいたご

意見を踏まえて、維持管理責任者につ

いて明確にするため、管理者の掲示に

ついて追加します。 

廃棄については、ガイドラインで廃棄物

処理法、建設リサイクル法及び環境省

の「太陽光発電設備のリサイクル等の

推進に向けたガイドライン」に基づき、事

業者の責任において、適正に処理する

よう規定しております。 
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  （２）趣旨同一の意見（意見等の趣旨が、案に盛り込まれているもの） 

No. 意見区分 意見の概要（要旨） 市の考え方 

１ 

条例第２条 

定義 

営農型太陽光発電は、その

主旨を逸脱して、売電収入を

得ることに重きが置かれてい

るケースを見かける。営農型

太陽光発電設備を規制の対

象とし、農業や環境のバラン

スのとれたものに誘導するこ

とが必要である。 

※他同意見１件 

長野県の「長野県地域と調和した太陽

光発電事業の推進に関する条例」と合

わせて、営農型太陽光発電が規制の対

象になるように改正を行います。 

 

 （３）参考とする意見（案を修正しないが、施策等の参考にするもの） 

No. 意見区分 意見の概要（要旨） 市の考え方 

１ 

条例第８条 

抑制区域 

 

今回の条例改正案は、設置を

「抑制する」という内容ではな

く「条件を整えて設置を進め

る」という内容に見える。太陽

光パネルの設置をむやみに

拡大させないよう、「地域の自

然環境を最優先する立場か

ら、設置の制限強化・抑制区

域の拡大」などを検討いただ

きたい。 

この条例は太陽光発電の適正な立地を

求めるものです。抑制区域は太陽光発

電設備の設置に関して特に配慮が必要

な地域を指定しています。 

２ 

ガイドライン

３（３） 

適正な導入

のために遵

守すべき事

項 

施工計画書の提出、施工管

理や品質管理といった施工に

関する規定を盛り込んでいた

だきたい。 

施工管理については「太陽光発電施設

の適正導入ガイドライン」に技術指針が

規定されております。また、品質管理に

ついては発電設備設置にあたり申請が

必要な別の法律で求められる書類の確

認を検討いたします。 

３ 

外部有識者

の意見 

工事施工者の資格要件を設

け、工事施工者や下請けの

施工業者まで所有資格や経

験を確認していただきたい。 

元請の施工業者は標識や事業届で確

認できるため、規模に応じた建設業許可

を取得しているか確認するよう努めま

す。 

４ 

条例第１０条 

事前協議 

 

条例第１５条 

協定の締結

等 

第１０条（事前協議）、第１５条

（協定の締結等）により市長と

協議・締結した重要事項につ

いては、事業者の恣意的な事

業変更を防止するためにも、

再協議の対象とすべきであ

る。 ※他同意見１件 

計画変更に対しては、事前に協議のう

え施工前に変更届の提出を行うよう文

書にて指導し、承諾の回答書をいただ

いています。 
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５ 

条例第２条 

定義 

 

 

 

 

 

 

第２条の地域住民等の定義

について、居住するものにつ

いては、距離基準を１００メー

トル以内とする。また、第１５

条協定書の締結は、当該居

住者の過半数の同意がある

場合を条件とする。地域住民

の景観の保全に係る権利を

守り、住みやすい地域形成に

行政として関与すべきであ

る。現条例は、地域住民との

協議規定はあるものの地域

住民個々の意思を尊重する

規定となっていない。業者は

手続き順守を形に取り、一方

的に同意を迫る事例が生じて

いる。 

上田市では説明会の参加者の制限は

設けておりませんが、最低限、隣接者へ

の説明が必要と考えており、道路や水

路等が間に入る場合を考慮して距離基

準を３０m としています。 

事業者は、地域住民等に対して、説明

会を開催し、地域住民等の理解が得ら

れるよう説明に努めることが基本である

と考えております。 

 

 

 

 

 

 


